建設業の労働災害とその対応
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はしがき

　建設業における労働災害は、他の業種に比べて非常に多いことは誰しも認めるところです。その原因は同じ物を繰り返し生産するという過程は無く、全て一品料理に製作・作成されるという特殊性から生まれるものです。同じものを作るということになれば、災害の類似性から同種災害はその防止に趣向をこらすことができます。

　また、法令順守の姿勢からも災害防止対策が立てやすくなります。しかしながら、建設過程においては、法令順守が必ずしも徹底できない面も少なくありません。それは、一つ一つの工程・製作方法が異なるからです。

　このような特殊性を考えると、その建設過程の一つ一つの過程を捉えて対応を立てる必要がでてきます。ということは、一品一品ごとの対応措置を考え、安全衛生体制を樹立する必要があります。このための管理体制を始めとした労働安全衛生計画は、極めて難しい内容を含む場合が想定されます。

　多くの建設業は重層下請構造になっていて、下請構造が小規模のものからピラミット構造になっているからです。組織構造の複雑さから、組織的統制が中々取りにくいということが出てきます。災害内容も様々なものが出てきます。

　建設業の大手における災害対策の対応は諸施策の根幹をなすものですが、下請構造から成り立つ構成は、下請構造に施策の浸透が届かない限り、根本的改革につながりません。ということは、下請会社の安全衛生の体制が整えられないという実態が変えられないからです。

　下請会社や中小企業や零細企業では、国の決めた指針等を消化する能力体制が整っていないことが上げられます。われわれが行なう「安全診断等」においても、諸施策の浸透が殆ど進んでいません。また、これを指摘しても効果は望めません。50名前後の企業で安全体制を整えることは人・金両面から言って困難であることを痛切に感じ取れます。

　したがって、災害発生率を大幅に減少させることは至難の業といわなければならないわけです。だからといって、現状を放置して推移を見守ることもできません。このような実態を捉えて首題の対応を考えて見たいとおもいます。

以下その内容について「新・産業安全ハンドブック」(中災防)を中心として課題を検討してみます。参考になれば幸いです。
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1． 建設業の災害発生の特殊性

①　地質・地形・気象等の自然条件や環境の変化

　　これらの条件は、土木・建築を始めとしてあらゆる工程において見られます。屋外工事、屋内工事、装置工事、建築工事をみればわかります。

②　場所的条件

　　狭隘な坑内や地下室の工事、山間僻地の工事、過密都市の工事、工事のやり難い厳しい工事などが多いことが上げられます。

③　進捗による条件変化

　　作業工程の進み方により、作業条件や機器設備条件が刻々異なってきます。

4 高所・掘削・危険箇所等

　　安全性確保の難しい高所・掘削箇所が多いこと、有害物や危険箇所(電気等)に近接することが多いことが上げられます。

5 単品の加工作業、異なる短時間作業、臨時作業

その都度作業内容が異なります。

6 労働者の移動

⑤の作業が終わるたびに作業場所、作業内容が異なったりします。

7 工期の制約、工事費の発注側の条件

天候等の環境条件や制約によって工期が無くなったりすると工期末に作業のしわよせがくるようになります。工事費の節減等により偏倚が現れます。

8 職種の多種化、重層下請構造

このような条件下では組織化、業種間の連携にEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(そご),齟齬)をきたすようになります。

2． 災害発生の事例

比較的災害の多く発生しるものを上げますと次のとおりです。

1 大規模災害の発生

土砂崩壊、爆発・火災、構造物の倒壊等により、一時に多数の死傷者が出るような大規模が数多く発生しています。付近の住民を巻き込むこともあります。技術的対応を当初から考える必要があります。

2 墜落災害の多発

建設工事、建築工事では、足場が悪い、安全帯が思うように使えない、人手不足、養生不良、禁止措置等により非常に多く発生しています。平素の安全意識を高めるための安全教育を行う必要があります。

3 建設機械等による災害の増加

工事の機械化、スピード化、機械等の大型化、高速化等が進んでいるため災害が増加しています。

4 木造家屋工事

木造家屋は小規模工事会社が行なうことが多いため、十分な災害対応が取れないために災害発生率が高くなっています。

5 小規模土木工事

④と同様です。

6 大規模工事における死亡災害

大規模工事においては、各種の業種が絡み合っているため、十分なる意思の疎通、連絡不行き届きが発生して死亡災害が発生し易くなります。

7 専門工事業者の被災

専門工事業者は比較的小規模事業者が多く、連絡不行き届き等のため、安全措置の不良のため災害が発生しています。

8 職業性疾病の多様化

重層下請構造等が原因で、労働衛生に係わる対応が不十分なところが多いためと考えられます。

9 高年齢者の労働災害

若年労働人口の減少と寿命の延長は高年齢労働者の増加となって現れています。45歳以上の労働者の被災比率が50％に達しようとしています。

10 女性就業者の増加

女性が慣れないために建設作業に従事する機会が多くなっています。

11 自動車等の交通災害の増加

各面に亘って増加しています。

12 新規参加者の被災

新規参入者が慣れない作業に従事するため、安全教育が不足したり、経験不足のため被災しています。

　第４次建設業労働災害防止５カ年計画の骨子で、建災防協会の策定としては次のような項目をあげています。

　①　計画のねらい(簡略にして説明します)

　　人命尊重のうえからも労働防止は不可欠のものです。また、少子化、高齢化社会の到来、若者の意識変化、女性の職場進出の顕著化等の変化の中で、誰しも安心して働けるような本質的に安全で快適な職場環境の形成を促進することが課題です。

　②　計画の目標　次の事項を目標とします。

　　ａ．死亡災害の大幅減と、労働災害の総件数の20％減少

　　ｂ．じん肺、腰痛等職業性疾病の減少と死亡災害と直結し易い酸素欠乏症、一酸化炭素中毒等の絶滅

　　ｃ．労働者の心身両面にわたる健康の積極的な保持増進と快適な職場環境の形成の促進

　③　計画の推進

　　従来か協会が提唱し、推進している3つの自主的な安全衛生管理活動の一層の取りくみを行なうほか、新たに、「低層住宅建築工事安全・快適モデル現場推進運動」を

　　を導入します。

　中核な対策はつぎのとおりです。

　①　店社における自主的安全衛生管理の向上を図るため、「建設業安全衛生マネジメントシステム」を開発し、併せてその評価手法についても開発していく、としています。

　②　中小建設工事業者における安全衛生水準向上のための体制作りの推進を図るため、新任の現場所長や店者の安全衛生スタッフ等に対する教育や新規入場者教育への支援の実施等を推進する。

　③　専門工事業者における自主的安全衛生管理活動の推進を図るため、各種専門工事業における全国的な事業活動の展開と業界あげての自主的な取り組みを促進する。

　④　木造家屋等低層住宅建築工事における安全衛生対策の徹底を図るため、足場先行工法の普及と定着、墜落災害対策の徹底、関係業界における協力体制の構築等全国的な事業活動の展開と業界あげての自主的な取り組みを促進する。

　⑤　中小規模工事現場における安全衛生対策の徹底を図るため、「工事別の各種の安全衛生に関するガイドライン」を年次別に整理し、その普及・定着を図る。

　⑥　ヒューマンファクターに関する労働災害防止のため、墜落災害における人の行動面に着目したヒューマンファクターの要因分析を行ない、その効果的な手法を開発し、その普及・定着を図る。

　⑦　労働者の安全意識の高揚を図るため、安全優良労働者の顕彰制度を導入し、職長等のインセンティブを高めるとともに、企業全体の労働者の安全意識の高揚を図る。

3． 災害防止対策

建設業における総合的労働災害防止対策の実施について(5．5．27基発337－2通達)

として次表が出されています｡

	区分
	実　　　施　　　事　　　項

	元

方

事業者

	工事

現場
	1　　工程の適正化、適正な施工業者の選定及び下請契約の適正化
2　　安全な施工方法の採用
3　　安全衛生管理計画の作成
4　　施工と安全管理が一体となった安全衛生活動(安全施工サイクル活動)の実施

5　　統括安全衛生管理の実施(元方安全衛生管理者、救護技術管理者等による技術管理の徹底等)

6　　工事用機械設備の点検等による安全性の確保

7　　関係請負人の法令違反を防止するための指導及び指示

8　　土砂崩壊等の恐れがある作業場所についての安全確保のための関係請負人に対する指導

9　　移動式クレーン等を用いての作業に係わる仕事の一部を請負人に請け負わせて共同して当該作業を行なう場合における作業内容等についての連絡調整の実施

10　関係請負人が現場に持ち込む機械設備(以下「持込機械」という)の安全化への指導および有資格者の把握

11　関係請負人に対するTBMの勧奨その他安全な作業の実施についての指導

12　現場作業者に対する安全意識高揚のための諸試作の実施



	
	店

社

・

本支店

・

営業所等
	1　　工事現場の安全衛生組織の整備の促進

2　　店社安全衛生管理者等による安全衛生パトロールの実施等工事現場の安衛管理についての指導

3　　店者としての安全衛生管理計画の作成

4　　下請協力会の活動に対する指導援助

5　　施工計画の企業内事前評価体制の確立および施工計画の安全衛生面からの検討、改善

6　　工事用機械設備の点検基準、安全衛生点検基準等の整備

7　　安全心得、安全作業マニュアル等の作成指導

8　　設計技術者、現場管理者等に対する安全衛生教育の企画、実施及び関係請負人の行う安全衛生教育に対する指導、援助

9　　関係請負人、現場仮者等に対する安全衛生意識高揚のための諸施策の実施

10　各種安全衛生情報の提供

11　災害統計の作成、災害調査の実施、同種災害防止対策の確立等




続く

	関係請負人
	工事現場
	1　　元方事業者の行なう統括安全衛生管理に対する協力

２　　使用する工事用機械設備等の点検整備及び元方事業者の管理する設備についての改善申し出で

3　　作業主任者、職長等による適切な作業指導

4　　持込機械等に係わる点検基準、安全心得、作業標準、安全作業マニュアル等の遵守

5　　移動式クレーン等を用いる作業に係わるの一部を関係請負人に請け負わせる場合における作業内容等についての連絡調整の実施

6　　仕事の一部を他の請負人に請け負わせて作業に係わる指示を行なう場合における的確な指示の実施

7　　TBM等の実施による安全な作業方法の周知徹底及び安全な作業方法による作業の実施

8 新規入場者に対する教育の実施





	関係請負人
	店

社
	1　　安全衛生推進者の選任等による安全衛生体制の確立

2　　持込機械等に係わる点検基準、安全心得、作業標準、安全作業マニュアル等の安全化の促進

3　　安全衛生教育の企画、実施及び現場作業者の適正配置

4　　安全衛生意識高揚のための諸施策の実施

5　　安全衛生パトロールの実施

6　　下請協力会の行なう災害防止活動への積極的参加

7 災害統計の作成、災害調査の実施等



	労働災害防止協会

建設業協会

専門工事業団体
	1　　設備、施工法及び作業の安全化についての調査研究の実施及びその結果についての周知

2　　安全衛生教育の実施及び勧奨

3　　安全衛生意識高揚のための広報活動等諸施策の実施

4　　各種情報の提供

5　　安全衛生診断、安全衛生相談、安全衛生点検等の実施

6　　安全衛生パトロールの実施



	発注者
	1　　施工時の安全衛生の確保に配慮した工期の設定、設計の実施等

2　　施工時の安全衛生を確保するために必要な経費の確保

3　　施工時の安全衛生を確保するために必要な場合における施工場所の明示

4　　適正な施工業者の選定及び施工業者に対する指導

5　　分割発注等により工区が分割され複数の元方事業者が存在する工事の発注者にあっては、次の事項

　(1)　個別工事間の連絡及び調整

　(2)　工事全体の災害防止協議会の設置




表　　建設業における労働災害防止活動の系統別実施事項

4． 発注者の配慮義務

(1)　建設工事の注文者等の責務

　安全上問題がある発注が行なわれている例があるため、労働安全衛生法第3条第3項では次のように規定しています。

「建設工事の注文者等仕事を他人に請け負わせる者は、施工方法、工期等について、安全で衛生的な作業の遂行をそこなうおそれのある条件を附さないように配慮しなければならない。」とされています。発注者が配慮すべき事項としては次のようなことが考えられます。

1 適正な工期の設定する。

2 工事の安全な施工に配慮した設計を行い、工法を選定する。

3 工費の積算に経費を十分に見込むこと。

4 施工時要件が変化した場合等には工期や経費について的確に対応する。

5 複数の工区に分けて発注する場合は工区間を調整する。

(2)　設備の設計者等の責務

　労働安全衛生法第3条第2項で次のように示されています。

1 機械・器具その他の設備の設計者はまたは輸入者

2 原材料の製造者または輸入者
3 建設物の設計者(発注者)または設計者
それらの計画段階で労働災害の防止のための措置を講ずるよう努めなければならないこととしています。
(3)　建設省(現国土交通省)の工事安全対策

　建設省(現国土交通省)ては、施工中の安全を確保するために、平成4年3月2日付け技調発第54号「建設工事の安全対策について」が出されています。その骨子は次ぎのとおりです。

1 一人一人の安全意識を高めること。

2 経験と知識の豊かな技術者及び作業員が各々の責任において、強制ではなく自主的にチームワークよく安全な施工ができる体制及び環境をととのえること。

3 環境ごとに変化する諸条件を十分に考慮した計画・設計を実施するとともに、工程の進捗に伴ない生じる諸条件の変化に的確に対応しつつ弾力的な工期と適正な費用のもとに工事をせこうすること。

4 安全に係わる努力に対してプラス評価を与え、自主的な安全対策へのインセンティブを与えること。

を基本として、以下のような具体策を講ずることとしています。

○　工事発注における安全配慮の充実

(4)　経営事項審査制度と安全の確保

が示されています。

5． 計画段階の配慮

(1)　セーフティ・アセスメントの意義

　セーフティ・アセスメントとは「安全の事前評価」のことで、施工計画の段階等において、事前に事業者(施工者)自らが危険性を評価し、必要な施策(質，量共に)を検討して、施工工事の安全性等を高めることにあります。

施工中の安全性を高めるということは、工事着手前の評価、施工中の安全衛生の確保にあります。このことに関して労働省(現在の厚生労働省)の指針があります。その概要を示せば次のとおりです。

(2)　 セーフティ・アセスメントの進め方

(ⅰ)　考え方

　その内容は、事業者が自主的に実施するもので、設計計画担当者、工事・安全の担当者ばかのでなく、専門の工事業者等、各面の専門家による協力体制が必要です。次のようなことです。

　①　基礎資料の収集を行います。　

　　第１段階として安全性を評価するための基礎資料を収集します。

　　第2段階として安全衛生対策の検討を行ないます。

　　第3段階として特有災害の危険度のランク付けをします。　ランク付けはセーフティ・アセスメントの評価手法(科学的な方法)を用います｡

　　第4段階として特有災害の危険度に見合った安全衛生対策の検討を行ないます。

(ⅱ)　手法の例

　ここでは、シールド工法の施工例を示します。

　①　基礎資料の収集(1段階)

2 基本的な安全衛生対策の検討(2段階)

ア・施工管理体制，イ・各種の調査、ウ・抗外設備、エ・たて抗設備、オ・掘削機械、カ・坑内運搬設備、キ・電力設備、ク・給・排水設備、ケ・換気設備、コ・施工、サ・作業環境、シ・緊急時連絡設備・避難通路等、ス・救護体制

3 特有災害の危険度のランク付け(3段階)

評価としては、次のような内容がランク上位となります。

ガス爆発(可燃性ガス、都市ガス等)、坑内火災、酸素欠乏空気、有害ガス中毒、異常出水等

Ⅰ~Ⅳのランク付け等により評価します。

要素内容⇒断面地質、延長幅、たて抗深さ、地価埋設物、地形、土被り、工法等

4 特有災害の危険度に見合った安全衛生対策の検討

施工計画に考慮されているかを評価・検討します。

5 事前評価後の措置

事前評価の結果の是正を要する項目については、実施時期、実施方法および確認方法等処理経過を明らかにする書面等を作成し、確実な実行を図るとともに、現場条件が確立していない等により、具体的な計画を策定することが困難な項目については、現場条件が確立次第、評価が行なえるよう、事前評価後の措置に準じ、処理経過を明らかにする書面等を作成し、確実な実行を図ることが望ましい。とされています。

(ⅲ)　特有災害と危険度ランク付け要素

　次のようなことが上げられています｡

1 山岳トンネル工事

2 推進工事

3 圧気ケーソン工事

4 圧気シールド工事

5 鋼橋架設工事

6 PC橋架設工事

　これらの工事は、計画の届出が必要になります。その内容は別に譲ります。

1 行政官庁における計画の審査

2 建設工事全体の安全に係わる計画の届け出

3 都道府県労働局長の審査

4 工事用機械/設備に関する計画の届け出

労働基準監督署への届出の内容を示せば次のとおりです。

	種　　　　　　別
	届出事項および添付書類

	1．高さ31ｍを越える建築物又は工作物(橋梁を除く)の建設、改造、解体又は破壊

2．最大支間50ｍ以上の橋梁の建設

2の2　最大支間30ｍ以上50ｍ未満の橋梁の上部構造の建設等(人工が集中している地域内における道路上若しくは道路に隣接した場所又は鉄道の軌道上若しくは軌道に隣接した場所において行なわれるものに限る。)

3．ずい道等(含む斜抗)の建設(ずい道等の内部に労働者が立ち入らないものを除く｡)

4．掘削の高さ又は深さが10ｍ以上の地山の掘削含むたて抗)

5．圧気工法

5の2　耐火建築物又は準耐火建築物で石綿等が

　吹き付けられているものにおける石綿等の除去

6．掘削の高さ又は深さが10ｍ以上の土石の採取のための掘削

7．抗内堀りの土石の採取のための掘削
	1．周囲の状況、四隣との関係図

2．建設物等の関係図

3．工事用機械、設備、建設物等の配置図

4．工法の概要を示す書面又は図面

5．労働災害を防止するための方法及び設備の概要を示す書面又は図面

6．工程表

7．圧気工法作業摘要書


表　　労働基準監督署への届出(法88－4、則90及び91)

6． 安全衛生管理体制等の組織形態

建設業の責任体制等は重層下請制度等により、その体制が複雑なものがあります。

1 建設現場における事業者責任

2 建設現場における元請・下請関係における事業者責任

3 特定元方事業者の責任等安全衛生管理体制等について説明します｡

(事業者主体)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(現在作業)　すべての

　　　　　　(労働者数)
混在作業現場

10名以上　50名以上　100名以上　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20名以上　　50人以上

50名以下
(ずい道、圧気、　(ずい道、


一定の橋梁、　　圧気、一定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鉄骨造、　　の橋梁は30


鉄筋・鉄骨　　　名以上)

作業主任者
コンクリート造

の建築物

「衛生推進者
店　管　　　統括安全衛生

安全衛生推進者」
社　理　　管理者(元請)


安　者　　　元方安全衛生

安全衛生委員会
全　　　　　管理者(元請)

産業医
衛　　　　　安全衛生責任


安全管理者・衛生管理者
生　　　　　者(下請)


安全衛生協議会(元請・下請)

　統括安全衛生管理者

図1　安全衛生管理体制

◎

　　　　　　　　　　　　　　　　「50人以上(ずい道等の建設の工事又は圧気工事)一定の橋梁工事の場合は30人以上」

◎


「統括安全衛生責任者を選任した

場合」

(規模に関係なく設置
◎

する)


「一定規模以上のずい道等の建設

工事又は圧気工事の場合」






(注)　◎印は元方事業者が選任
図2　労働安全衛生法第15条に基づく混在作業における安全衛生管理体制

(大規模工事現場)





統括管理


義務者の


指名

1 ずい道等の建設の工事圧気工

事及び一定の橋梁工事の場合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特定元方


20人以上30人未満の工事現場　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者


②　鉄骨又は鉄骨鉄筋コンクリート


造建築物の建設の工事の場合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　統括管

20人以餓え50人未満の工事現場　　　　　　　　　　　　　　　　　　義務者











図3　労働安全衛生法第15条に基づく混在工事における安全衛生管理体制

(中小規模工事現場)

　図Ⅰ、図２、図３に示される、それぞれの立場にたった「事業者責任、義務・講ずべき措置等」について示されています。詳細は通達を参照してください。



(注)　建築設備等を発注者から別途


発注で請けた元請業者M社、下

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業者N社の系列についてまで

　　　　　　　　　　　　　　　　　　注　　　　　　　　A社が注文者としての義務を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　負うものではありません。


　　　　　　　　元請業者A社はB社及びC社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　文　　　　　　　については、実施に係わる措置

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を行なう必要があります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　B社が設置した建設物等を別途

　　　　　　　　　　　　　　　　　　者　　　　　　　発注にかかわる他の元請業者M

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　者に共用させる場合は、その元

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　請業者Ｍ社が注文者の実施すべ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　き措置を行います。

図4　請負業者の措置を行なう範囲




特定元方事業者





統括安全衛生管理義務者











一括発注の場合


指名義務者


統括安全衛生管理義務者















分割発注の場合

図5　一括発注・分割発注工事の統括安全衛生管理義務者の配置

7． 安全施工サイクル

(1)　安全施工サイクル

　全工程をサイクルで示せば毎日、週間、月間等で示し、実施事項を定型化することができ、改善、充実を図りつつ継続的に実施できます。このようなことを安全サイクルと呼んでいます。













図6　毎日の安全サイクルの例



毎月のサイクル


毎週のサイクル














図7　作業所の「安全施工サイクル」(標準)

　(ａ)　毎日の安全施工サイクルの実施

　ａ　安全朝礼

　ｂ　安全ミーティング

　ｃ　作業開始前の点検

　ｄ　現場内安全パトロール

　ｅ　作業中の指導・監督

　ｆ　社員打合わせ

　ｇ　安全工程打合わせ

　ｉ　持ち場後片づけ

　ｊ　終業時の確認

　(ｂ)　 毎週の安全施工サイクルの実施

　ａ　工程打合わせ

　ｂ　週間点検

　ｃ　週間一斉点検

　(ｃ)　 毎週の安全施工サイクルの実施

　ａ　安全衛生協議会

　ｂ　定期自主点検

　ｃ　安全衛生教育

　ｄ　安全衛生大会等

(2)　新規入場者教育の推進

　①　関係請負人は新規入場者に対して、その作業場における場内の規律のほか、安全な作業に必要な事項について新規入場者教育を実施する必要があり、作業所長はこの教育を実施するための場所、資料の提供を行います。

　　新規入場者には、次ぎの二通りのケースがあるので、入場の形態に合わせて元請業者と下請業者とが協力して教育を行なうことが効果的です。

ａ　下請業者が担当工事を開始するとき元請業者(次席または工事担当者)が、当日の作業を開始する前に、入場者全員を対象に行います。

ｂ　関係請負人が工事を施工中の現場に新たに加わり、その作業所に初めて入場するとき関係請負人(現場代理人、安全衛生責任者)が当日の初めての入場者を対象に行ないます。

　②　新規入場者教育は、主として次ぎの項目を教えます。

　ａ　工事の概要と仕事の内容

　ｂ　作業所の規律と安全心得

　ｃ　場内の危険有害箇所と立ち入り禁止区域

　ｄ　作業所の安全衛生行事と実施事項

　ｅ　担当する作業の内容と安全対策(作業手順と災害事例)

　ｆ　当該場所において行なわれる作業相互の関係

(3)　職長会(リーダ会)の効果的な運用

　元請業者は、下請業者に対し、安全衛生責任者(職長)を構成員とする職長会の組織づくりを指導、援助し、職長および労働者の安全衛生意識の高揚、職長間の連絡・調整や、職場規律の確立を図り、職長会の自主的活動を推進します。その内容は次のようなものです。

　職長会の活動の嫉視内容(例)

　ａ　職長会の連絡および調整

　ｂ　朝礼、ラジオ体操、安全点検、新規入場者教育等の実施

　ｃ　入退場管理、安全ミーティング、危険予知活動の推進、指差確認等の安全運動の展開

　ｄ　建設現場内の作業員の福利施設(休憩所、喫煙所、トイレ等)の自主運営

　ｅ　場内の一斉清掃の実施

　ｆ　職長会による場内パトロールの実施

　ｇ　消火、避難、救助訓練等の実施

　ｈ　安全大会の自主運営

　以上は「新・産業安全ハンドブック(中災防)の内容を要約して解説しました。

あとがき

　「建設業の労働災害とその対応」と題して、「新・産業安全ハンドブック」を中心として要約して説明しました。ご承知のように建設業の労働災害は他の産業に比べて非常に多いわけですが、その実態は重層構造の形態にあります。

　発注者⇒元請⇒下請(二重､三重)⇒実施という形態を踏むのが一般的です。この多重構造の末端は中小零細企業が担い、ここに示される構造的欠陥からくる施策も満足に実施されないというのが実情ではないかと思います。

　細かい施策が出来ないからといって放置することができないのが現実の課題です。中小零細企業の災害対応を考えれば、幾つもの課題が上がってきます。組織実態、下請予算の減額、人の対応(施策を遂行することが出来ない)等々、隘路が山積しているわけです。

　元請業では「安全衛生担当部門」があるが、実際の実行者では安全衛生担当者を置く余裕がありません。予算的にみても到底無理があのます。

　しかし、実際に、ここに示されるような各種の施策は可能な範囲で実施しなければなりません。安全衛生意識を向上することが急務であると考えます｡活用していただきたいと思います｡

2001-10-22
　自己紹介　　　　　　　　　出身地　高崎市
　　　　　　　　　　　　　　　略歴

昭和50年まで､日本電信電話公社（現NTT）において無線･電力装置の設計、

建設､保全の業務､並びに管理業務に従事する。

昭和51年より､（社）東京電気管理技術者協会会員（支部技術安全委員長）

として8年、新入会員講習会講師として(約20年間)活躍。電気保安功労賞(平
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　成元年、通商産業大臣表彰)、他多数

（社）日本労働安全衛生コンサルタント会会員(各種委員、安全衛生コンサル

タント編集委員10年、総務委員、埼玉支部副支部長)として活躍。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　この間、電気安全・労働安全・労働基準協会連合会等－各企業等の安全教
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　育・安全管理者・安全衛生推進者の教育。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国家試験資格取得

技術士｢科学技術庁長官登録｣・労働安全コンサルタント｢労働大臣登録｣　　　　　　

第2種電気主任技術者・第1級無線技術士資格取得
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　OHSMSシステム監査員「認定」　　(社)日本労働安全衛生コンサルタント会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　フェールセイフ化講師「認定」　　　(社)日本労働安全衛生コンサルタント会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　安全衛生サービス機関(安全診断等)登録　(財)中央労働災害防止協会
　　　　　技術士・労働安全コンサルタント　　矢島　藤一

331－0042　さいたま市奈良町79－129　　TEL・Fax(048)651－0385
URL  http://www.ac.wakwak.com/~t-yajima  Email  t-yajima@ac.wakwak.com
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